
 

 

 

 

 

横浜町業務継続計画 
【大規模災害編】 

 

 

 

 

 

 

平成３０年３月 

 

横 浜 町 
 

 

  

 

 

  



 

 

目 次 

 

１．業務継続計画とは・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １  

 

２．業務継続計画策定の効果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２  

 

３．想定される大規模災害 

 （１）被害想定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

 

４．業務継続計画の特に重要な６要素・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３  

 （１）町長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制・・・・・・・・・・・ ４  

 （２）本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定・・・・・・・・・・ ５ 

 （３）電気、水、食料等の確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６   

 （４）災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保・・・・・・・・・・・ ７   

 （５）重要な行政データのバックアップ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８  

 （６）非常時優先業務の整理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

 

５．業務継続計画の策定体制・継続的改善・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３  

  



1 

 

１．業務継続計画とは  

  業務継続計画（※１）とは、災害時に行政である横浜町役場（以下「町役場」という。）自

らも被災し、人、物、情報等利用できる資源に制約がある状況下において、優先的に実施す

べき業務（非常時優先業務（※２））を特定するとともに、業務の執行体制や対応手順、継続

に必要な資源の確保等をあらかじめ定め、地震等による大規模災害発生時にあっても、適切

な業務執行を行うことを目的とした計画である。  

 

  町の防災対策を定めた計画としては地域防災計画があり、これを補完して具体的な体制や

手順等を定めたものとしては各種の災害対応マニュアルがあるが、業務継続計画は、これら

の計画を補完し、又は相まって、町役場自身が被災し、資源制約が伴う条件下においても非

常時優先業務の実施を確保するものである。  

 

※１ 業務継続計画：ＢＣＰ：Business Continuity Plan：ビジネスコンティニュイティプラン 

 

※２ 非常時優先業務：大規模な災害時にあっても優先して実施すべき業務のこと。具体的には、  

災害応急対策業務や早期実施の優先度が高い復旧・復興業務等（これらを「応急業

務」と総称）のほか、業務継続の優先度の高い通常業務が対象となる。  

 

 

 

図１ 非常時優先業務のイメージ  
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２．業務継続計画策定の効果  

  災害発生時には、業務量が急激に増加し、極めて膨大なものとなるが、業務継続計画を策

定（継続的改善を含む。）することにより、非常時優先業務を適切かつ迅速に実施することが

可能となる。  

 

  具体的には、地域防災計画や災害対応マニュアルでは必ずしも明らかでなかった「町役場

も被災する深刻な事態」も考慮した非常時優先業務の執行体制や対応手順が明確となり、非

常時優先業務の執行に必要な資源の確保が図られることで、災害発生直後の混乱で町役場が

機能不全になることを避け、早期により多くの業務を実施できるようになる。  

 また、自らも被災者である職員の睡眠や休憩、帰宅など安全衛生面の配慮の向上も期待で

きる。  

 

 

図２ 発災後に町が実施する業務の推移 

 

※ 時間の経過とともに応急業務は縮小していくが、図２に記載されている以外の復旧・復興業務

が徐々に増加していくことに留意する。  

  

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwi1pLCmuLvOAhXKnZQKHe80Cn8QjRwIBw&url=http://www.projectdesign.jp/200002/preparation/002965.php&psig=AFQjCNGrsweNQxaiLWOwHF-8MdCalbO_cQ&ust=1471076219320263
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３．想定される大規模災害  

（１）被害想定 

  横浜町で想定される大規模災害は、地震、津波、高潮、集中豪雨、豪雪、大規模火災など発

生し得る各種自然災害を基礎とした。 

   

４．業務継続計画の特に重要な６要素  

  業務継続計画の中核となり、その策定に当たって必ず定めるべき特に重要な要素として以

下の６要素がある。町はこれらの６要素（以下「重要６要素」という。）についてあらかじめ

定めておくものとする。  

(1) 町長不在時の明確な 

  代行順位及び職員の 

  参集体制 

町長が不在の場合の職務の代行順位を定める。また、

災害時の職員の参集体制を定める。 

・緊急時に重要な意思決定に支障を生じさせないこと

が不可欠。 

・非常時優先業務の遂行に必要な人数の職員が参集す

ることが必要。 

(2) 本庁舎が使用できなく 

  なった場合の代替庁舎 

  の特定 

本庁舎が使用不能となった場合の執務場所となる代

替庁舎を定める。  

・地震による建物の損壊以外の理由で庁舎が使用でき

なくなる場合もある。 

(3) 電気、水、食料等の確保 

停電に備え、非常用発電機とその燃料を確保する。 

また、業務を遂行する職員等のための水、食料等を確

保する。  

・災害対応に必要な設備、機器等への電力供給が必要。 

・孤立により外部からの水、食料等の調達が不可能と

なる場合もある。 

(4) 災害時にもつながりや 

  すい多様な通信手段の 

  確保 

断線、輻輳等により固定電話、携帯電話等が使用不能

な場合でも使用可能となる通信手段を確保する。 

・災害対応に当たり、情報の収集・発信、連絡調整が

必要。 

(5) 重要な行政データの 

  バックアップ 

業務の遂行に必要となる重要な行政データのバック

アップを確保する。 

・災害時の被災者支援や住民対応にも、行政データが

不可欠。 

(6) 非常時優先業務の整理 

非常時に優先して実施すべき業務を整理する。 

・各部門で実施すべき時系列の災害対応業務を明らか

にする。 
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（１）町長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制 

担当部署【総務課】 

現時点の状況 

 ① 町長の職務代行の順位 

第１順位 第２順位 第３順位 第４順位 

副町長 教育長 総務課長 企画財政課長 

「横浜町地域防災計画地震・津波災害対策編第２章防災組織第２節横浜町災害対策本部」による。 

  

 ② 配備体制基準と動員対象職員 

  一般災害、地震災害、津波災害  

区分 体制 参集対象職員 

地震・津波 

1.町内に震度４の地震が発生したとき 

2.町内に津波注意報が発表されたとき 

3.特に町長がこの配備を指示したとき 
警戒配備 

・総務課及び関係課職員 

・災害応急対策要員または災

害警戒対策要員 

（その他の職員は自宅待機） 

1.町内に震度 5弱、5強の地震が発生したとき 

2.町内に津波警報が発表されたとき 

3.特に町長がこの配備を指示したとき 

非常配備 

・総務課及び関係課職員 

・災害応急対策要員 

（その他の職員は自宅待機） 

1.町内に震度 6弱以上の地震が発生したとき 

2.町内に大津波警報が発表されたとき 

3.特に町長がこの配備を指示したとき 

非常配備 

・全職員 

大雨・洪水

等 

1.町内に次の注意報が発表されたとき 

大雨、洪水、高潮、強風、大雪、風雪等 

2. 特に町長がこの配備を指示したとき 

１号配備 

準備体制 

・総務課及び関係課職員 

1.町内に次の警報が発表されたとき 

大雨、洪水、高潮、暴風、大雪、暴風雪 

土砂災害警戒情報、台風通過の可能性等  

2. 特に町長がこの配備を指示したとき 

２号配備 

警戒体制 

・総務課及び関係課職員 

・災害応急対策要員または災

害警戒対策要員 

（その他の職員は自宅待機） 

1.町内に次の特別警報が発表されたとき 

大雨、高潮、暴風、大雪、暴風雪 

2. 特に町長がこの配備を指示したとき 

３号配備 

非常体制 

・全職員 

(注)   １ 「関係課｣とは、町長が防災と関わりがあるものとして指定した課をいう。 

２ 「災害応急対策要員｣とは、各課長が災害応急対策に当たることとして指名した職員をいう。 

３ 「災害警戒対策要員｣とは、関係課の長が災害警戒対策に当たることとして指名した職員をいう。 

今後の検討事項 

○ 職務代行者４名の出張スケジュールが重なる場合は、職務代行者が全員不在になるこ

とがないよう、その都度代行者を指名するなど運用方法を定める。 
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 （２）庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定 

担当部署【総務課】 

現時点の状況  

○ 役場庁舎が使用不能な場合の代替施設の優先順位は以下のとおりとする。 

 １．横浜小学校  

 ２．横浜中学校 

 

 

今後の検討事項  

代替庁舎の候補をさらに調査し、不足があれば管理者と協議を行い、整備を検討する。 

 

 代替庁舎検討用リスト  

施設名 
建
築
年 

（
耐
震
対
応
済
み
の
場
合
○
） 

災害危険度 付帯施設・事務機器等 
同
時
被
災
の
可
能
性
の
あ

る
災
害
（
無
の
場
合
○
） 

代
替
庁
舎
候
補 

津
波
（
海
抜
） 

液
状
化 

洪
水 

そ
の
他
（
土
砂
災

害
・
火
災
等
） 

非
常
用
発
電
機
／
燃
料 

通
信
機
器 

情
報
シ
ス
テ
ム 

水
・
食
料
・
ト
イ
レ
等

の
備
蓄 

事
務
機
器
・
備
品 

横浜小学校 
H27 

○ 

○ 
海抜
15ｍ 

○ ○ ○ 
○ 

（72h） 
(A重油) 

無 無 
水 

トイレ 
 

有 ○ ○ 

横浜中学校 
H17  
○ 

○ 

海抜 

23m 

○ ○ ○ 

○ 

（体育館照明及び職員

室コンセントのみ） 

(太陽光) 

無 無 水 有 ○ ○ 

※ 災害危険度については、「発生の可能性がない（極めて低い）」「対策が取られている」など 

 危険度が低い場合は「○」、危険度が高い場合は「×」とする。   
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（３）電気、水、食料等の確保 

現時点の状況  

① 電気【非常用発電機と燃料の確保】 

 ・庁舎（非常用発電機） 

                                 担当部署【総務課】 

非常用発電機 １台【庁舎屋上ＰＨ２】 

 運転可能時間 約７２時間 

※停電時に自動で１０秒以内に起動する。 

燃料備蓄（軽油） 

タンク ９４２Ｌ 

電力供給先  

○庁舎内のフロア全ての照明及びコンセント 

○通信、ネットワーク機器 

 

                                

非常用発電機 １台【庁舎屋上ＰＨ１】  

運転可能時間 約１０時間 

※屋上電気室の発電機が停止したら、機械室の発電機を手動により起動させる。 

燃料備蓄（レギュラ

ーガソリン） 

タンク １４Ｌ 

電力供給先  

 ○青森県総合防災情報システム及び青森県防災ネットワーク【庁舎２階 総務課】  

 

防災行政用無線 運転可能時間 約４８時間 バッテリー 

 

② 水道 
 ・庁舎【水道】                        

担当部署【総務課】 

受水槽【庁舎１階】 

容量 ３㎥（３,０００ℓ） 

 

③ 食料等の備蓄（横浜町職員用） 
  ・本庁舎 

担当部署【総務課、企画財政課】 

 ○ 飲料水（ボトルタイプ） なし 

 ○ 食料          なし 

○ 仮設トイレ       なし 

○ 消耗品等 

   ・コピー用紙 Ａ４：１０箱（５０，０００枚）Ａ３:１箱（５，０００枚） 

    ・トイレットペーパー： 1箱（４８ロール） 

    ・トナー：各種 1箱以上 

  

今後の検討事項  

○ 職員用の水（ボトルタイプ）、食料、携帯トイレ等の庁舎内への備蓄整備を検討する。        

〇 職員に対し、町民と同様に自助の観点から各自で最低３日分の飲料水・食料を自宅に備

えておき、参集時に持参するよう周知する。 
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 （４）災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保 
担当部署【総務課】  

現時点の状況  

 

 通信機器の確保  

１ 横浜町防災行政用無線（同報系） 

○ 親局（横浜町役場 電話交換室）     １局 

○ 屋外拡声子局             ４０局 

（うちアンサーバック機能 有畑、町民交流センター前、第一明神平） 

          

２ 横浜町防災行政用無線（移動系） 

○ 携帯型（１０台） 

○ 車載型（ ９台） 

３ 横浜町原子力防災資機材 

 ○ 衛星携帯電話（企画財政課）２台 

４ 青森県防災専用回線（県、市町村、防災関係機関） 

 ○端末局間の IP電話 

 ○自治体衛星通信ネットワークによる衛星電話 

 ○端末局間の文書伝送 

 ○青森県総合防災情報システムによる防災情報の伝送（Lアラート含む） 

 

 

今後の検討事項  

○ 衛星携帯電話の使用訓練を毎月１回以上行う。 

○ 庁舎内に災害時優先電話回線を整備する。 

○ 指定避難所への特設電話を設置していく。 

  ※ＮＴＴ東日本と協議し、現在３箇所設置済 
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 （５）重要な行政データのバックアップ 

担当部署【総務課、各システムの管理課】  

現時点の状況  

系列 システム名 管理課 内容 バックアップ 

基幹系 

システム 

MISALIO基幹システム 企画財政課 税・福祉・国保・

年金・選挙等 

HDD（2階）に毎日 

統合宛名システム 企画財政課 番号連携サーバ

ーの符号取得エ

ラーリスト管理 

サーバーは庁舎２階に

有り、磁気テープに毎

日 

戸籍システム 町民課 戸籍副本データ 法務局内 

確定申告システム 税務課 確定申告、給与支

払報告書受付、住

民税データ作成 

ＨＤＤに毎日 

ＴｏｙＢＯＸシステム 税務課 滞納整理 HDDに毎日 

情報系 

システム 

庁内ネットワーク 企画財政課  － 

情報系シンクライアント 企画財政課  HDD（2階）に毎日 

ファイルサーバ 企画財政課  NAS 2台構成 

メールシステム 企画財政課  HDD（2階）に毎日 

ホームページ作成・公開システム 企画財政課 ホームページの

内容、管理システ

ムを含む 

HDD（2階）に毎日 

業務 

システム 

財務会計システム 企画財政課 予算・町債 HDD（2階）に毎日 

人事給与システム 総務課  ＨＤＤ 

選挙システム 選挙管理委

員会 

期日前投票  

国保総合システム 町民課 国保連合会との 

データの授受 

役場２階電算室サーバ

ーに毎日自動更新。 

国保連にも一部データ

あり。 

後期高齢者医療費 

システム 

町民課 後期高齢者医療

制度に関する業

務（賦課、資格、

給付 業務全般） 

役場２階電算室サーバ

ーに毎日保管。 

県広域連合にもデータ

あり 

水道会計システム（固定資産シス

テム） 

建設水道課 水道財務会計等 サーバーは本庁舎内

（毎日） 
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水道料金システム 建設水道課 水道料金 サーバーは本庁舎内

（毎日） 

水道管路台帳システム 建設水道課 水道管路図、給水

装置工事竣工図、

図面等 

ＨＤＤ 

水道施設遠隔監視システム 建設水道課 各設備警報等 サーバーは本庁舎外

（毎日） 

水質管理システム 建設水道課 水質検査データ

等 

（一社）青森県薬剤師

会衛生検査センター 

土木積算システム（頂） 建設水道課 積算 ＣＤ 

農業集落排水施設設備緊急通報

装置 

建設水道課 各設備警報等 サーバーは本庁舎外

（毎日） 

住宅管理システム 

 

建設水道課 町営住宅使用料 

（※ミサリオと

連動） 

サーバーは本庁舎内

（毎日） 

家屋評価システム 税務課 新増築家屋評価、

台帳管理 

パソコン 

家屋台帳システム 税務課 家屋課税台帳管

理 

パソコン 

地図情報システム 税務課 地積図、航空写

真、土地台帳管理 

パソコン 

総合保健情報システム 健康福祉課 予防接種、母子健

診、成人健診、が

ん健診等 

電算室 

障害者自立支援システム 健康福祉課 障害者、児に関わ

る情報 

電算室 

介護保険システム 健康福祉課 介護保険に関わ

る情報 

電算室 

地域包括支援センターシステム 健康福祉課 高齢者に関わる

情報 

電算室 

国保連伝送通信ソフト 健康福祉課 国保連合会との

データの授受 

なし、国保連合会に 

大元のデータはあり 

業務データ 

漁港施設台帳 建設水道課  紙・ＰＤＦデータ 

町道台帳 建設水道課  紙ベース 

農道台帳 建設水道課  紙・エクセルデータ 

町営住宅台帳 建設水道課  紙ベース 
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定住促進住宅台帳 建設水道課  紙ベース 

学齢簿 教育課  紙ベース 

指導要録 小・中学校  紙ベース 

教職員履歴簿 教育課  紙ベース 

 

今後の検討事項  

各管理課共通事項 

○ 各システムのバックアップは、クラウド化等で庁舎外保管の検討が必要である。  

○ 災害時における非常時優先業務等の実施にあたり必要となる電子及び紙のデータを特

定する。  

○ 災害時において、システムが稼働できない場合を想定し、紙データでの業務継続方法に

ついて検討する。（例 紙データでの保存など）  
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 （６）非常時優先業務の整理 

 ① 非常時優先業務の選定基準 

 災害により、通常業務と災害応急対策業務が中断や遅延が発生した場合における、町民の

生命や生活、地域社会への影響について評価し、非常時優先業務を選定した。 

業務開始目標

時間 
選定基準 

想定される業務 

（○災害応急対応業務、●通常業務） 

Ａ：発災直後 

町民の生命・身体を守

るための初動体制の

確立、役場機能維持・

復旧、避難所開設・運

営に係る業務 

○職員の安否確認   ○災害対策本部の設置・運営 

○通信機器等の復旧  ○町民への災害広報 

○災害の現状把握   ○各施設の被害状況把握 

○指定避難所の開設  ○防災関係機関との連絡調整 

○障害物の除去等   ○協定締結団体への応援要請 

○児童、生徒、教職員等の安否確認 

○福祉団体（日赤、民児協、社協）への応援要請 

○給食センターの非常食供給体制の確保 

○死体の処理、火葬及び埋葬に関する対応 

●町民の健康管理に関する事務 

Ｂ：概ね３日

目まで 

遅くとも３日以内に

業務を着手しないと、

町民生活や地域社会

に相当の影響を与え

るため、早期に対策を

講ずべき業務 

○ライフライン（水道、道路等）の応急復旧 

○避難所のし尿、ごみ処理  ○福祉避難所開設  

○業務システム等の復旧    

○児童・生徒・教職員・教育委員の状況把握 

○救援物品の受領及び保管並びに配分 

○町営住宅等の維持及び修繕に関する業務 

●家庭ゴミの収集及び処理  ●戸籍、住民票の交付 

Ｃ：１週間 

まで 

被災者の通常生活復

帰に係る業務 

非常時優先業務以外

で優先度が比較的高

い通常業務 

○二次災害の防止策  ○応急仮設住宅設置 

○り災証明書の発行  ○学校の再開検討 

○災害廃棄物に関する処理方法の決定 

（１次、２次仮置場等の設置及び管理） 

○水道施設、公園施設、農業集落排水施設の復旧 

●国保、後期医療、年金関係業務 

●保健福祉に関する重要業務 

 

② 非常時優先業務の対象範囲 

   非常時優先業務は、次の業務を対象とした。 

 （１）災害応急対策業務 

町の災害対策本部班別業務の中で、各班で業務を細分化し対象業務を設定した。 

参考：「横浜町地域防災計画地震・津波災害対策編第２章防災組織第２節横浜町災害対策本部」 
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 （２）通常業務 

平常時に各課が行っている業務のうち、各課で業務を細分化し対象業務を設定した。 

    参考：「横浜町処務規定」 

 

今後の検討事項 

○ 参集可能な職員数で実施できるか検証する。 

○ 災害規模（人口規模、被災想定）が似ている市町村の先行事例を参考に業務に漏れがな

いか、また多すぎないか検証する。 

○ 各課によって業務量に偏りがないよう、進捗状況により総務課職員が人員配置の調整

を行う。 
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５．業務継続計画の策定体制・継続的改善  

（１）業務継続計画の策定体制  

   業務継続計画の策定に際しては、全庁的な検討体制とする。検討体制には、非常時優先業

務の所管部署、その実施に必要な資源（庁舎、職員、情報システム等）を所管する部署、そし

て業務継続計画のとりまとめを担当する部署をはじめ全部署が検討に参画し、非常時優先業

務の整理等を行う。  

   これは、非常時優先業務の整理や必要資源の配分等を検討する際には、部門を越えた優先

順位等の合意形成が必要となるためである。 

  

（２）業務継続計画の継続的改善  

   業務継続計画は一旦策定すればよいというものではない。計画の実効性を確認し、高めて

いくためには、教育や訓練を繰り返し実施していくことが重要であり、そのためには、教育

や訓練の計画等を策定し、これに従い着実に実施することが重要である。  

   業務継続に係る訓練には、非常参集訓練、安否確認訓練、非常通信訓練、情報システムの

バックアップからの復旧訓練、災害対策本部を対象とした机上訓練・図上訓練など様々な種

類があるが、これらの訓練で明らかになった課題や改善点は、業務継続計画の改訂で確実に

反映させる。  

   また、電気、水、食料、人員などの必要資源について点検を行い、平常時から設備の増強、

備蓄の促進、人員確保・育成について計画的に実施しておくことも重要である。  

   このように、計画策定後も訓練の実施や必要資源の点検等によりＰＤＣＡサイクルを回し

業務継続計画の実効性を高めていく。  

 

        

             図４ ＰＤＣＡサイクルによる継続的改善 

 

Ａｃｔｉｏｎ（改善） 計画の改定・見直し 

Ｃｈｅｃｋ（評価）  点検・検証 

Ｄｏ（実行）     訓練等の実施 

Ｐｌａｎ（計画）   計画の策定 
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